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年間を比べると、2001 度末に 51,978 あった会員数は、2011 度末には 42,676 と 9,302 会員の減少と
なっている。その内訳を会員種別でみると、2001 年度末に民間労働組合 38,338 会員（1 号会員）、官
公労働組合 13,640 会員（3 号会員）であった会員数は、2011 年度末では、民間労働組合 33,335 会員
（5,003 減）、官公労働組合 9,341 会員（4,299 減）となっている。 
次に、また労働組合以外の会員種別では、2001 度末には、生活協同組合 870 会員（2 号会員）、そ










これを増減率でみても、この 11 年間、すべての会員で毎年 1～2％程度のペースで会員数は減り続
けており、労働組合数の減少に影響をうけているとは言い がら、労働金庫業界において新規会員獲
得の取り組みが求められよう。このままのペースで会員数の減少が続くと、労働金庫の根幹をなす、
団体主義に裏付けられた会員制度 弱体化を招きかねない（図表 1－1－①②～図表 1－3 参照）。 
   
図表 1-1-① 労働組合員数の推移 
 








図表 1-1-② 会員数の推移（2001 年度～2011 年度） 
 
 
図表 1-2 会員数の増減（2001 年度～2011 年度） 
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公労働組合会員（3 号会員）19.7%、生活協同組合会員（2 号会員）1.3％、その他団体 23.6%が、2011
年度末では、民間労働組合会員（1 号会員）58.9 %、官公労働組合会員（3 号会員）16.5%、生活協同
組合会員（2 号会員）1.3％、その他団体 23.3% となっている。この 11 年間で、民間労働組合会員が
増加した分、官公労働組合会員が減少するという傾向をみせている。ただ、この傾向を官公労働組合
の組織・団体が民営化などの措置により、民間労働組合に移行したためとみれば、21 世紀以降は、会
員数は大幅に減少するも、構成率にはさほど変化が無いとみることもできよう（図表 1-4 参照）。  
 
図表 1-4 会員構成率（2001 年度～2011 年度） 
 
（２） 間接構成員 
間接構成員の数をみると、全体で 2001 年度末に 10,574 あった間接構成員は、2011 年度末で 10,039
（千人）と 535（千人）の減少となっている。その内訳を、会員種別でみると、まず労働組合会員で
は、2001 年度末と 2011 年度末の 11 年間を比べると、2001 年度末に 9,293（千人）あった間接構成
員数は、2011 年度末には 8,576（千人）と 717（千人）の減少となっている。その内訳を会員種別で
みると、2001 年度末に民間労働組合 7,032（千人）（1 号会員）、官公労働組合 2,260（千人）（3 号会
員）であった会員数は、2011 年度末では、民間労働組合 6,673（千人）（359 千人減）、官公労働組合
1,903（千人）（357 千人減）となっている。また労働組合以外の会員種別では、2001 年度末では、生
活協同組合 18(千人)（2 号会員）が、2011 年度末では 36（千人）（18 千人増）と 2 倍の増加を示し
ている。また、その他団体は 2001 年度末で 1,262（千人）（4 号会員）であった間接構成員数が、2011
年度末には 1,426（千人）（164 千人増）となっている。 
つまり、間接構成員数では、労働組合会員に属する間接構成員数は減少し、団体会員に属する間接
構成員が増加している。ただ、生活協同組合会員に属する間接構成員の推移のうちで、2002 年度から
2003 年度に一気に間接構成員が 1 万人増加、2008 年度から 2009 年度 2 万 1 千人増加にした年もあ
れば、2009 年度から 2010 年度に見られる 1 万 6 千人の減少など 1 年間での増減が激しい年もあり、
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その他団体間接構成員 11.9%が、2011 年度末では、民間労働組合会員（1 号会員）66.5 %、官公労働
組合会員（3 号会員）19.0 %、生活協同組合会員（2 号会員）0.4％、その他団体 14.2 % となってい
る。この 11 年間で、民間労働組合間接構成員は横ばい、官公労働組合間接構成員が減少を続けるな
かで、その他団体に属する間接構成員が伸びるという傾向をみせている（図表 1-8 参照）。 
 




 次に出資金についてみると、2001 年度 74,133（百万円）が 2011 年度には 96,012（百万円）とほ
ぼ毎年増加している。主な増加要因は民間労働組合からの出資によるもので、2001 年度 38,773（百
万円）が 2011 年度には 53,814（百万円）と 15,041（百万円）の伸びを示している。出資金の内訳を
構成率でみると、民間労働組合会員が、52.3%から 56.0％と約 4 ポイント増加し、官公労働組合会員
は 22％前後で推移、生活協同組合が 6.4 %から 5.0％へ微減、その他団体が 13.0%から 12.1%とほぼ
横ばいとなっている（図表 1-9～図表 1-10 参照）。 
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図表 1-10 普通出資金の構成率（2001 年度～2011 年度） 
 
 さらに、普通出資金を 1 会員あたりの金額推移でみると、最も出資額が大きい生活協同組合では、
2001 度の 5,445（千円）から 2007 年度の 6,588（千円）まで増加を続け、2011 年度では若干減少し
て 6,420（千円）となっている。次いで、官公労働組合は、2001 年度 1,197（千円）から毎年増加を
続け、2011 年度末では 2,385（千円）と 10 年間で約 2 倍の増加となっている。その要因は、2005 年
あたりから平成の大合併により、地方自治体の数が減少した分、自治体労働組合も合併して出資金が
合計されたためであると考えられる（図表 1-11 参照）。 
 




（１）預 積金口  
まず、預金積金を口数の推移 みると、2001 年度は普通預金 8,573（千口）で構成率は 4.68%、定
期預金 174,182（千口）で構成率 95.1%であった。その後、普通預金口数は順調に増加し、2011 年度
で 9,754（千口）同構成率 4.9%となっている。定期預金 2008 年度 187,772（千口）まで増加を続
け、2009 年度に 187,257（千口）と 515（千口）減少に転じ、2011 年度には 187,336（千口）同構
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449,067 円に対して定期預金が 67,229 円となっている（2011 年度）。また、このことより労働金庫が
貯蓄メインの金融機関であることをうかがい知ることができよう（図表 2-1～図表 2-4 参照）。 
 
図表 2-1 種類別預金積金（口数、１口当たり）（2001 年度～2011 年度） 
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預金の構成比が 1：3 であるという点である（図表 2-5～図表 2-7 参照）。 
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預金の構成比が 1：3 であるという点である（図表 2-5～図表 2-7 参照）。 
 
図表 2-5 種類別預金積金（残高）（2001 年度～2011 年度） 
 




図表 2-6 種類別預金積金（構成比）（2001 年度～2011 年度） 
 
 




ず、民間労働組合会員では、2001 年度の 90,718（千口）であった口数は、2002 年度と 2009 年度で
対前年比減少しているが、ここ 10 年でほぼ順調に伸ばし、2011 年度では 109,506（千口）となって
いる。一方、一口当たりの金額は、62,302 円から 59,189 円へと減少している。次に官公労働組合会
員では、2001 年度 74,686（千口）が、口数では 2006 年度の 77,286（千口）をピークに減少へと転
じ、2011 年度では 71,314（千口）とピーク時から 5,972（千口）減少している。ただし、一口当た
り金額は、51,927 円から 68,432 円と増加している。官公労働組合会員を民間労働組合会員と比較す
ると、公務員の数は減少するも賃金は一定水準が保たれているため、口数は減少しても一口当たり金
額は増加していると考えられる。 
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次に生活協同組合をみると 2001 年度に 280（千口）であった口数は、2006 年度には 238（千口）
まで減少するも、その後増加に転じ、2011 年度では 375（千口）まで増加している。構成比では細微
な数値であるが、生活協同組合の一口当たり金額は、他の会員種別に比べ一桁高いため、今後の取引
増加 期待が持てよう。さらに、ここ 10 年で読み取れる注目すべき特徴としては、その他団体の数






















と上昇している。また、一口当たり金額も 279,894 円と間接構成員 65,283 円（平均値）と比べ約 4
倍であり、今後の推移を注視すべきである。 
なお、なお、一口当たりの金額を 2011 年度でみると、生活協同組合 556,428 円、その他の団体
279,894 円、官公労働組合 68,432 円、民間労働組合 59,189 円となっている。生活協同組合とその他
団体に比べ、官公労働組合と民間労働組合の金額が低い理由は、官公労働組合と民間労働組合では毎
月の組合費の受け入れ口座としてのみの利用者が主流を占めているためと推測され、今後、詳細な検
証をすべきテーマである（図表 2-7 参照）。 
 





次に預金者別に預金積金の推移を残高ベースでみると図表 2-8 のとおりである。 
まず、2001 年度残高では、民間労働組合 5,651,929（百万円）、官公労働組合 3,878,311（百万円）、
生活協同組合 194,826（百万円）、その他団体 1,303,216（百万円）であった。 
このなかで官公労働組合の 2004 年度、生活協同組合の 2003 年度～2005 年度、2007 年度では対前
年比減少に転じているものの、その他の年度では、すべての預金者別で増加を続けており、2011 年度
では、民間労働組合 6,481,699（百万円）、官公労働組合 4,880,209（百万円）、生活協同組合 209,204
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さらなる議論が求められるところである（図表 2-8 参照）。 
 





























































福利共済資金 1,798 件（0.50%）、生協資金 137 件（0.04%）住宅資金 108,488 件（30.00%）となっ
ており、その構成比は生活資金が 7 割、住宅資金が 3 割となっている。これが、2011 年度では、賃
金手当対策資金 12 件（0.00％）、生活資金 221,792 件（67.65％）、福利共済資金 348 件（0.12%）、
生協資金 21 件（0.01%）、住宅資金 94,070 件（32.13%）となっている（図表 3-1 参照）。 
件数は各年では増加した年度もあるが、10 年間のトレンドの特徴としては漸減傾向を示しながら、
賃金手当対策資金、福利共済資金、生協資金は皆無に等しい新規件数にまで細ってきている。その結





図表 3-1 使途別貸出金（新規累計件数と構成比）（平成 14 年度～平成 22 年度） 
 
 
                                                   
4 兵庫労働金庫創設当時１年間（1950年12月～1951年12月の13ヶ月間）の使途別貸出金累計額の比率は賃金26.8％、
1 時金 18.8％、生活・医療 16.3％、生協 9.1％、住宅 9.0％、福利・共済 8.2％、高利肩替・税金 6.7％、冠婚葬祭・進





同じく、これを金額ベースでみた推移が図表 3-2 である。まず、最も注目すべき点は、2002 年度に
359,308（百万円）であった福利共済資金が、翌 2003 年度には、196,490（百万円）と 162,818（百
万円）の大幅な減少した点である。翌年 20004 年度には 36,536（百万円）増加し、233,026（百万円）
まで戻したものの、2005 年度には再び 108,537（百万円）減少して 124,489（百万円）と 4 年間で約
3 分の 1 まで減少した。その後も新規金額は低下して、2011 年度には、47,292（百万円）と 2002 年


















                                                   























2,597,622（百万円）あったものが、2011 年度では 1,895,056（百万円）と約 3 分の 2 に減少してい
る。この原因の早期究明が焦眉の課題であると言えよう（図表 3-2 参照）。 
 












まず、口数では、2002 年度の生活資金 1,727,427（口）が、2011 年度では 1,321,606（口）と 405,821
（口）、23％の減少となっている。一方で住宅資金の残高口数は 2002 年度の 601,762（口）が、平成
22 年度では 753,755（口）と 151,993（口）、25％の増加となっている。つまり、生活資金の貸出口
座数は、ほぼ毎年減少しているのに対して、住宅資金の貸出口座数は順調に増加している。それを構
成比でみると2002年度生活資金74％、住宅資金26％であったものが、2011年度では、生活資金64％、
住宅資金 36％と、生活資金が 10 ポイント低下した分、住宅資金が 10 ポイント伸びるという結果に
なっている。 
次に資金使途別の残高ベースでみると、2002 年度では生活資金 1,710,668（百万円）同構成比
19.60％、住宅資金 6,647,717（百万円）同構成比 76.18％であったものが、2011 年度では生活資金
1,242,479（百万円）同構成比 10.74％と 9 ポイント減、住宅資金 10,069,640（百万円）同構成比 87.03％
は 11 ポイント増となっている。また、2011 年度では賃金手当対策資金構成比 0.00％、福利厚生資金
構成比 2.16％、生協資金構成比 0.08％となっており、貸出金全体では 2002 年度の 8,726,664（百万
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 次に貸出先別に貸出金の推移について 2001 年度から 2011 年度までの 11 年間についてその特徴を
探る。 
まず、先数についてみると、全体で 2001 年度に 1,854,126 であった先数は 2011 年度では 1,622,074
と 232,053 先減らしている。その内訳は、民間労働組合が 2001 年度の 1,052,152 から 2011 年度に
809,465 と 242,687 先減らし、次いで官公労働組合が 2001 年度の 396,103 から 2011 年度の 297,172
へと 98,931 先減らしている。一方で、生活協同組合は 2001 年度 6,871 から 2011 年度 32,709 へと
25,838 先増加している。先数を労働組合との比較では微細であるが、増減率にすると 3.8 倍と大幅に
伸ばしている。 
また、その他団体も 2001 年度 344,693 から 2011 年度 393,166 へと 48,743 先増加している。全体
として先数の長期減少傾向がみられるなかで、主力会員の民間労働組合と官公労働組合の利用が共に
減少し、生活協同組合とその他団体が先数を伸ばしている。その構成比は、2001 年度では民間労働組
合 56.75%、官公労働組合 21.36%、生活協同組合 0.37%、その他団体 18.59％が、2011 年度では民間

















８　1980年代における米国貯蓄貸付組合（Savings and Loan Association; S&L）経営破たんの教訓。
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（＋1.7 ポイント）、その他団体 24.24％（＋5.7 ポイント）と、労働組合会員以外の利用件数が増加
している（図表 3-5 参照）。 
 






まず、全体残高では、既に先の使途別でみたとおり、2001 年度の 8,105,401（百万円）が 2011 年
度では 11570824（百万円）と 3,465,423（百万円）増加しているが、その内訳は、2001 年度、民間
労働組合 3,518,632（百万円）が 2011 年度では 5205608（百万円）と 1,686,976（百万円）増加し、
構成比では 2001 年度 43.41%が 2011 年度では 44.99%とわずかながら増加している。この理由は預
金の項目でみた要因が影響していると推測されるが、メイン会員の利用が横ばいで推移している点は
評価できよう。 
また、官公労働組合については 2001 年度 1,779,267（百万円）が 2011 年度では 2,082,558（百万
円）と 303,291（百万円）と増加したものの構成比では 2001 年度 21.95%が 2011 年度では 18.00%






















さらに、生活協同組合は 2001 年度 92,056（百万円）から 2011 年度 362938（百万円）へと 270,882
（百万円）伸ばし、構成比でも 2001 年度 1.14%から 2011 年度 3.14%へと 2 ポイント増加している。
また、その他団体も 2001 年度 2,283,578（百万円）から 2011 年度 3,476,536（百万円）へと 1,192,958
（百万円）増加している。構成比でも 2001 年度 28.17%から 2011 年度 30.05%へと 2 ポイント増加
している（図表 3-6 参照）。 
残高を金額についてみてもその他団体への貸出が伸びている点に留意する必要がある。 
 





















































































図表 4-2 貸借対照表（負債及び会員勘定）（2002 年度～2011 年度） 
 
 
2002 年度では預金積金構成比 91.55%、会員勘定構成比 4.75％であり、その後も若干の構成比率に





















                                                   





























け 2008 年度の落ち込みが激しく 30,320（百万円）となっている。その後、2011 年度では 56,690（百
万円） で利益を回復している。これは当期純利益にも反映し、2005 年に 41,484（百万円）を達成













                                                   
































まず、有価証券利回りについては、ここ 10 年間、1.06 ～1.30％の幅で推移している。次に貸出金
利回りは 2002 年度の 2.70%から 2006 年度まで低下し、その後 2008 年度まで上昇し、再び 2011 年
度 2.06%まで低下している。預金利回りは 2002年度 0.10％から 2005年度までは低下し、その後 2008









































の 1.42％から 2011 年度では 1.08%と漸減傾向を示している。 




また、こうした事情を反映してか、余裕資金の労働金庫連合会への集中は 2006 年度の 60.98% か
ら 2010 年度には 70.94%と一時 70%を超えるまで 5 年間で 10 ポイントアップした。2011 年度は
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また、こうした事情を反映してか、余裕資金の労働金庫連合会への集中は 2006 年度の 60.98% か
ら 2010 年度には 70.94%と一時 70%を超えるまで 5 年間で 10 ポイントアップした。2011 年度は























る。また、役職員数については、2003 年度、2004 年度に大幅な削減があったものの、2007 年以降は
増加傾向を示し 2011 年度末で 11,322 人となっている。一方、店舗数については、2002 年度の 688

























































































































































































































































































Financial Analysis of Labor Bank
Satoshi MIMURA
　Labor Bank postponed Concept of Establishing a Japan Labor Bank of 2012 April.
　This article analyzes the financial problems in both opinions of the financial services agency and Labor Bank＇s 
management analysis sheet 2001-2011.Next, it analyzes how 13 of labor banks gives the users financial service 
and takes on the responsibility for their activity.
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